（様式第１号）

令和８年度宮城県産食品マーケットイン型ハンズオン支援業務に係る質問書

	質問者
	事業者名
	

	
	連絡先
	担当者名：
TEL：
FAX：
E-mail：

	質問
内容
	



















・本業務で企画提案するに当たり質問事項があれば、令和８年５月１日（金）正午までに本様式にてE-mailにより送付すること。
　・電話や口頭での質問は受け付けない。
　・送付先：宮城県経済商工観光部国際ビジネス推進室 国際ビジネス推進第二班
　　　　　　E-mail：s-yushutsu@pref.miyagi.lg.jp






（様式第２号）

令和８年度宮城県産食品マーケットイン型ハンズオン支援業務
に係る企画提案参加申込書


令和　　年　　月　　日

宮城県知事　　村井　嘉浩　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　    

このことについて、下記のとおり関係書類を添えて申し込みます。

記
１　応募事業者等の概要
	事業所等所在地
	〒

電　話：

	事業者名
	（フリガナ）

	
	

	設立年月日
	

	業種
	

	従業員数
	　　　　　　　人

	代表者職名･氏名
	

	主な事業内容
	



	担当者部署名
	
	担当者名
	

	担当者電話番号
	
	E-mail
	



２　添付書類
・（様式第３号）企画提案応募条件に係る宣誓書（１部）
・定款等の写し（１部）
・直近３年分の財務諸表（貸借対照表、損益計算書の写し）（１部）
・障害者雇用推進企業（※）である場合はその証明書類
　　※障害者雇用促進法で定める法定雇用障害者数以上（雇用義務が課されない場合は１人以上）の障害者を雇用している企業

（様式第３号）

企画提案応募条件に係る宣誓書


令和　　年　　月　　日


宮城県知事　　村井　嘉浩　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　


　令和８年度宮城県産食品マーケットイン型ハンズオン支援業務受託事業者としての応募に当たり、下記のすべての条件に該当し、本業務を的確に遂行するに足りる能力を有していることを宣誓します。

記
１　宮城県内に事業所を有する法人であること。
２　仕様書で定める業務について、十分な業務遂行能力を有し、適正な執行体制を有すること。
３　企画提案参加申込者の属する地方公共団体の地方税及び消費税並びに地方消費税を滞納していない者であること。
４　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当しないこと。
５　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続き開始の申立てがなされていない者（同法に基づく再生計画認可の決定を受けた者を除く。）であること。 
６　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更正手続き開始の申立てがなされていない者（同法に基づく更正手続き開始の決定を受けた者を除く。）であること。
７　破産法（平成16年法律第75号）に基づき破産手続き開始の申立てがなされていない者（同法に基づく破産手続き開始の決定を受けた者を除く。）であること。
８　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第１項第２号の規定によるもの）、又は暴力団の構成員、暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者が経営、運営に関係している者でないこと。 
９　政治団体（政治資金規正法（昭和23年法律194号）第３条の規定によるもの）でないこと。
10　宗教団体（宗教法人法（昭和26年法律第126号）第２条の規定によるもの）でないこと。
（様式第４号）



取　　下　　願


令和　　年　　月　　日


宮城県知事　　村井　嘉浩　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　


　都合により、 令和　　年　　月　　日付けで提出した令和８年度宮城県産食品マーケットイン型ハンズオン支援業務に係る企画提案書を取り下げます。




















